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令 和 ３ 年 
        第 ４ 回 定 例 会 議 案 
小樽市議会 



令 和 ３ 年 
第 ４ 回 定 例 会 議案第１号 

小樽市議会 

令和３年度小樽市一般会計補正予算 

令和３年度小樽市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 929,602 千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 63,321,874 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

（繰越明許費） 

第３条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用す

ることができる経費は、「第３表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第４条 債務負担行為の追加及び変更は、「第４表 債務負担行為補正」によ

る。 

（市債の補正） 

第５条 市債の追加及び変更は、「第５表 市債補正」による。 

  令和３年１２月１日提出 

  小樽市長 迫  俊 哉  



第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

17 国 庫 支 出 金   15,736,177 319,733 16,055,910 

  1 国 庫 負 担 金 10,215,999 111,500 10,327,499 

  2 国 庫 補 助 金 5,488,265 208,233 5,696,498 

18 道 支 出 金   3,784,283 10,591 3,794,874 

  2 道 補 助 金 558,395 10,591 568,986 

20 寄 附 金   323,982 352,711 676,693 

  1 寄 附 金 323,982 352,711 676,693 

21 繰 入 金   1,413,666 137,567 1,551,233 

  1 特別会計繰入金 109,714 30,306 140,020 

  2 基 金 繰 入 金 1,303,952 107,261 1,411,213 

24 市 債   4,220,278 109,000 4,329,278 

  1 市 債 4,220,278 109,000 4,329,278 

       

歳 入 合 計 62,392,272 929,602 63,321,874 

 

  



歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

2 総 務 費   2,579,452 749,205 3,328,657 

  1 総 務 管 理 費 2,263,795 749,205 3,013,000 

3 民 生 費   25,304,164 △ 88,573 25,215,591 

  1 社 会 福 祉 費 12,437,379 △ 110,711 12,326,668 

  2 児 童 福 祉 費 5,197,405 15,792 5,213,197 

  5 民 生 施 設 費 224,168 6,346 230,514 

4 衛 生 費   5,099,042 217,090 5,316,132 

  2 保 健 所 費 1,066,479 217,090 1,283,569 

7 商 工 費   6,730,102 400 6,730,502 

  1 商 工 費 6,730,102 400 6,730,502 

9 消 防 費   422,475 7,900 430,375 

  1 消 防 費 422,475 7,900 430,375 

10 教 育 費   2,467,756 43,580 2,511,336 

  1 教 育 総 務 費 113,273 270 113,543 

  2 小 学 校 費 909,238 20,700 929,938 

  3 中 学 校 費 381,586 19,100 400,686 

  5 社 会 教 育 費 535,780 3,510 539,290 

       

歳 出 合 計 62,392,272 929,602 63,321,874 

  



第２表 継続費補正 

 （変 更） 

款 項 事 業 名 
補 正 前 

年 度 

年 割 額 

補 正 後 

補正前 

補正前 

総 額 年 度 年 割 額 総 額 年 度 年 割 額 

     千円  千円 千円  千円 

10 教 育 費 5 社 会 
教 育 費 

 

重要文化財 
旧日本郵船
㈱小樽支店
保 存 修 理 
工 事 費 
 

863,468 平成 30

年度 
17,400 1,050,000 平成30

年度 
17,400 

    令和元

年度 
146,846  令和元

年度 
146,846 

     令和 2

年度 
22,770  令和 2

年度 
22,770 

     令和 3

年度 
294,073  令和 3

年度 
294,073 

      令和 4

年度 
292,408  令和 4

年度 
292,408 

      令和 5

年度 
89,971  令和 5

年度 
202,865 

      令和 6

年度 
―  令和 6

年度 
73,638 

 

第３表 繰越明許費 

 

款 項 事   業   名 金   額 

   千円 

総 務 費 

 

総務管理費 

 

旧 色 内 小 学 校 

解 体 等 事 業 費 

２１４，６００ 

土 木 費 

 

 

港 湾 費 第３号ふ頭及び周辺 

再開発事業費（駐車場 

等基盤整備事業費） 

４２，０００ 

 

  



第４表 債務負担行為補正 

 （追 加） 

事 項 期 間 限 度 額 

  千円 

ふ る さ と 納 税 関 係 経 費 令 和 ４ 年 度 １６２，０００ 

高 齢 者 生 き が い 対 策 費 

（ ふ れ あ い パ ス 事 業 費 ） 

令 和 ４ 年 度 

 

１４７，１７４ 

 

総合福祉センター管理代行業務費等 

 

令和４年度から 

令和８年度まで 

２７５，６８１ 

 

いなきた児童館・とみおか児童館・ 

塩谷児童センター管理代行業務費 

令和４年度から 

令和８年度まで 

１８６，４３１ 

 

市民会館・公会堂・市民センター 

管 理 代 行 業 務 費 

令和４年度から 

令和８年度まで 

５９４，０４０ 

 

いなきたコミュニティセンター 

管 理 代 行 業 務 費 等 

令和４年度から 

令和８年度まで 

１４３，３５０ 

 

夜間急病センター管理代行業務費 令 和 ４ 年 度 １８６，５００ 

自 然 の 村 管 理 代 行 業 務 費 等 

 

令和４年度から 

令和６年度まで 

１９８，３９７ 

 

臨 時 市 道 整 備 事 業 費 令 和 ４ 年 度 ７０，０００ 

ス ク ー ル バ ス 運 行 経 費 

（ 銭 函 小 ・ 張 碓 小 ・ 長 橋 小 ） 

令 和 ４ 年 度 

 

３９，６７１ 

 

水 泳 教 室 開 催 経 費 令 和 ４ 年 度 ９，０６９ 
   

 

（変 更） 

事 項 
補 正 前 補 正 後 

期 間 限度額 期 間 限度額 

  千円  千円 

情 報 化 推 進 事 業 費 

（無停電電源装置） 

令和 4 年度から

令和 10 年度まで 

18,078 令和 4 年度から

令和 11 年度まで 

19,222 



第５表 市債補正 

（追 加） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 千円  ％  
 
公営住宅整備事業費 

 
 
 
 
 
 
 

 
106,000 

 
 
 

 
普通貸借 

又は 
登録公債 

 
10.0 
以内 

 
1 起債年度から据置期
間を含め、30 年以内に
借入先が定める償還年
次表により償還する。 
 
2 事業又は財政その他
の都合により、起債金
額の全部又は一部を翌
年度に繰延借入れをす
ることができる。 
 
3 財政の都合等により
繰上償還又は借換えを
することができる。 
 
4 利率見直し方式で借
り入れる資金につい
て、利率の見直しが
あった場合は、当該見
直し後の利率とする。 

 

（変 更） 

起 債 の 目 的 
限 度 額 

補 正 前 補 正 後 

 千円 千円 

消 防 施 設 整 備 事 業 費 １６７，８００ １７０，８００ 

 

 



 令 和 ３ 年 
             第 ４ 回 定 例 会       議案第２号  
 小樽市議会 

 

   令和３年度小樽市港湾整備事業特別会計補正予算 

 令和３年度小樽市の港湾整備事業特別会計の補正予算は、次に定めるところ

による。 

１ 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 30,306 千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 497,020 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「別表 歳入歳出予算補正」による。 

  令和３年１２月１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   

 



別表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

2 財 産 収 入   26,384 30,306 56,690 

  2 財産売払収入 21,084 30,306 51,390 

       

       

歳 入 合 計 466,714  30,306 497,020 

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

3 諸 支 出 金   86,587 30,306 116,893 

  1 繰 出 金 86,587 30,306 116,893 

       

       

歳 出 合 計 466,714  30,306 497,020 

 

 



 令 和 ３ 年 
             第 ４ 回 定 例 会       議案第３号 
 小樽市議会 

 

   令和３年度小樽市病院事業会計補正予算 

第１条 令和３年度小樽市病院事業会計の補正予算は、次に定めるところによ

る。 

第２条 予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正す

る。 

    （ 科  目 ）  （既決予定額） （補正予定額） （  計  ） 

               収       入 

 第１款 資本的収入       960,670千円      1,000千円     961,670千円 

  第５項 寄 附 金        －千円      1,000千円       1,000千円 

               支             出 

 第１款 資本的支出    1,246,261千円      1,000千円   1,247,261千円 

  第４項 積 立 金        －千円      1,000千円       1,000千円 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   



 令 和 ３ 年 
             第 ４ 回 定 例 会       議案第４号  
 小樽市議会 

 

   令和３年度小樽市水道事業会計補正予算 

第１条 令和３年度小樽市水道事業会計の補正予算は、次に定めるところによ

る。 

第２条 令和３年度小樽市水道事業会計予算第５条の表を次のように改める。 

 

事        項 期     間 限 度 額 

低区配水池造成事業費 

 

令和 4 年度 

 

 千円 

140,000 

豊倉浄水場電気計装設備更新事業費 

 

令和 4 年度 

 

  

150,000 

天神浄水場機械設備更新事業費 

 

令和 4 年度 

 

  

75,000 

配水管整備事業費 

 

令和 4 年度 

 

  

87,000 

 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

 



 令 和 ３ 年 
             第 ４ 回 定 例 会       議案第５号 
 小樽市議会 

 

   小樽市手数料条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市手数料条例の一部を改正する条例 

 小樽市手数料条例（昭和２６年小樽市条例第３１号）の一部を次のように改

正する。 

 別表第１２２号の２中「第３項」を「第５項」に改め、同号ア(ア)を次のよう

に改める。 

    (ア) 住宅の戸数が 1 戸の

もの 51,000 円（住宅の

品質確保の促進等に関

する法律（平成１１年法

律第８１号）第６条の２

第３項又は第４項に規

定する長期使用構造等

であるかどうかの確認

（以下この号及び次号

において「長期使用構造

等確認」という。）を受け

た 場 合 に あ っ て は 、

18,000 円） 

 別表第１２２号の２ア(イ)中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、

「３０，０００円、住宅性能評価を受けた場合にあっては５７，０００円」を

「、３０，０００円」に改め、同号ア(ウ)中「評価機関審査」を「長期使用構造

等確認」に、「４８，０００円、住宅性能評価を受けた場合にあっては９１，



０００円」を「、４８，０００円」に改め、同号ア(エ)中「評価機関審査」を「長

期使用構造等確認」に、「８１，０００円、住宅性能評価を受けた場合にあっ

ては１６９，０００円」を「、８１，０００円」に改め、同号ア(オ)中「評価機

関審査」を「長期使用構造等確認」に、「１２５，０００円、住宅性能評価を

受けた場合にあっては２７４，０００円」を「、１２５，０００円」に改め、

同号ア(カ)中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、「１８２，０００

円、住宅性能評価を受けた場合にあっては３９１，０００円」を「、１８２，

０００円」に改め、同号ア(キ)中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、

「３１２，０００円、住宅性能評価を受けた場合にあっては６９３，０００円」

を「、３１２，０００円」に改め、同号ア(ク)中「評価機関審査」を「長期使用

構造等確認」に、「３９８，０００円、住宅性能評価を受けた場合にあっては

９０８，０００円」を「、３９８，０００円」に改め、同号ア(ケ)中「評価機関

審査」を「長期使用構造等確認」に、「４６０，０００円、住宅性能評価を受

けた場合にあっては１，０９０，０００円」を「、４６０，０００円」に改め、

同号イ(ア)中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、「２６，０００円」

を「、２６，０００円」に改め、同号イ(イ)中「評価機関審査」を「長期使用構

造等確認」に、「４４，０００円」を「、４４，０００円」に改め、同号イ(ウ)

中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、「７１，０００円」を「、

７１，０００円」に改め、同号イ(エ)中「評価機関審査」を「長期使用構造等確

認」に、「１２１，０００円」を「、１２１，０００円」に改め、同号イ(オ)中

「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、「１８６，０００円」を「、

１８６，０００円」に改め、同号イ(カ)中「評価機関審査」を「長期使用構造等

確認」に、「２７３，０００円」を「、２７３，０００円」に改め、同号イ(キ)

中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、「４６７，０００円」を「、

４６７，０００円」に改め、同号イ(ク)中「評価機関審査」を「長期使用構造等



確認」に、「５９６，０００円」を「、５９６，０００円」に改め、同号イ(ケ)

中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、「６８９，０００円」を「、

６８９，０００円」に改め、同表第１２２号の３ア中「譲渡人」を「譲受人」

に改め、「決定の予定時期」の次に「及び管理者等の選任の予定時期」を加え、

同号イ(ア)中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、「１３，０００円、

住宅性能評価を受けた場合にあっては１４，０００円」を「、１３，０００円」

に改め、同号イ(イ)中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、「２２，

０００円、住宅性能評価を受けた場合にあっては３６，０００円」を「、２２，

０００円」に改め、同号イ(ウ)中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、

「３６，０００円、住宅性能評価を受けた場合にあっては５７，０００円」を

「、３６，０００円」に改め、同号イ(エ)中「評価機関審査」を「長期使用構造

等確認」に、「５７，０００円、住宅性能評価を受けた場合にあっては１０１，

０００円」を「、５７，０００円」に改め、同号イ(オ)中「評価機関審査」を「長

期使用構造等確認」に、「９２，０００円、住宅性能評価を受けた場合にあっ

ては１６７，０００円」を「、９２，０００円」に改め、同号イ(カ)中「評価機

関審査」を「長期使用構造等確認」に、「１４２，０００円、住宅性能評価を

受けた場合にあっては２４６，０００円」を「、１４２，０００円」に改め、

同号イ(キ)中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、「２３９，０００

円、住宅性能評価を受けた場合にあっては４２９，０００円」を「、２３９，

０００円」に改め、同号イ(ク)中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、

「３０１，０００円、住宅性能評価を受けた場合にあっては５５６，０００円」

を「、３０１，０００円」に改め、同号イ(ケ)中「評価機関審査」を「長期使用

構造等確認」に、「３３９，０００円、住宅性能評価を受けた場合にあっては

６５３，０００円」を「、３３９，０００円」に改め、同号ウ(ア)中「評価機関

審査」を「長期使用構造等確認」に、「１８，０００円」を「、１８，０００



円」に改め、同号ウ(イ)中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、「３

２，０００円」を「、３２，０００円」に改め、同号ウ(ウ)中「評価機関審査」

を「長期使用構造等確認」に、「５２，０００円」を「、５２，０００円」に

改め、同号ウ(エ)中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、「８５，０

００円」を「、８５，０００円」に改め、同号ウ(オ)中「評価機関審査」を「長

期使用構造等確認」に、「１３７，０００円」を「、１３７，０００円」に改

め、同号ウ(カ)中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、「２１２，０

００円」を「、２１２，０００円」に改め、同号ウ(キ)中「評価機関審査」を「長

期使用構造等確認」に、「３５７，０００円」を「、３５７，０００円」に改

め、同号ウ(ク)中「評価機関審査」を「長期使用構造等確認」に、「４５０，０

００円」を「、４５０，０００円」に改め、同号ウ(ケ)中「評価機関審査」を「長

期使用構造等確認」に、「５０７，０００円」を「、５０７，０００円」に改

め、同表第１２２号の４を次のように改める。 

( 1 2 2 )の４ 長期優良住宅の普

及の促進に関する法律第

９条第１項の規定に基づ

く譲受人を決定した場合

又は同条第３項の規定に

基づく管理者等が選任さ

れた場合における認定長

期優良住宅建築等計画の

変更の認定の申請に対す

る審査 

 譲受人を決定した場合

等における認定長期優

良住宅建築等計画変更

認定申請手数料 

 1,800 円 

 別表第１２２号の５の次に次の１号を加える。 

( 1 2 2 )の５の２ 長期優良住宅

の普及の促進に関する法

律第18条第１項の規定に

基づく住宅の容積率に関

する特例の許可の申請に

 認定長期優良住宅建築

等計画に基づく建築に

係る住宅の容積率の特

例許可申請手数料 

 180,000 円 



対する審査 

 別表第１２２号の７ア(ア)中「評価機関審査」を「住宅の品質確保の促進等に

関する法律第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関による認定に係る技

術的審査（以下この号、次号及び第１２２号の１１から第１２２号の１３まで

において「評価機関審査」という。）」に改め、同号ウ(ア)ａ中「（１２２）の

１１から（１２２）の１３」を「第１２２号の１１から第１２２号の１３」に

改め、同表第１２２号の９ア(ア)中「（１２２）の１３」を「第１２２号の１３」

に改める。  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年２月２０日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表第１２２号の２及び第１２２号の３の規定は、この条例の施

行の日以後に請求される事務に係る手数料について適用し、同日前に請求さ

れた事務に係る手数料については、なお従前の例による。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、長期優良住宅の普及の促進に関する法律等の一

部改正に伴い、長期優良住宅建築等計画認定申請に係る住宅性能評価及び長期

使用構造等の確認を受けた場合の手数料の統一化を図るとともに、長期優良住

宅の容積率の特例許可申請手数料の新設等を行うほか、所要の改正を行うため

であります。 



 令 和 ３ 年 
             第 ４ 回 定 例 会       議案第６号  
 小樽市議会 

 

   小樽市こども発達支援センター条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市こども発達支援センター条例の一部を改正する条例 

 小樽市こども発達支援センター条例（平成１６年小樽市条例第２６号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条第２項を削る。 

 第３条中「（前条第２項の分室を含む。以下同じ。）」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （小樽市こども発達支援センター条例の一部を改正する条例の一部改正） 

２ 小樽市こども発達支援センター条例の一部を改正する条例（令和３年小樽

市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項の表の改正規定中「第２条第１項の表」を「第２条の表」に

改める。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、こども発達支援センター分室を廃止するためで

あります。 



 令 和 ３ 年 
             第 ４ 回 定 例 会       議案第７号  
 小樽市議会 

 

   小樽市国民健康保険条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 小樽市国民健康保険条例（昭和３４年小樽市条例第１０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第７条第１項中「４０万４千円」を「４０万８，０００円」に改める。 

 第１２条各号列記以外の部分中「第２１条」の次に「及び第２１条の３」を

加え、同条第１号ウ中「第８１条の２第４項」を「第８１条の２第５項」に改

め、同号エ中「第８１条の２第９項第２号」を「第８１条の２第１０項第２号」

に改め、同条第２号エ中「第７２条の３第１項」の次に「及び第７２条の３の

２第１項」を加える。 

 第１６条の６の２各号列記以外の部分中「第２１条」の次に「及び第２１条

の３」を加え、同条第２号イ中「第７２条の３第１項」の次に「及び第７２条

の３の２第１項」を加える。 

 第２１条の見出しを「（低所得者の保険料の減額）」に改め、同条第１項第２

号中「２８万５千円」を「２８万５，０００円」に改める。 

 第２１条の２の次に次の１条を加える。 

 （未就学児の被保険者均等割額の減額） 

第２１条の３ 当該年度において、その世帯に６歳に達する日以後の最初の３

月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合におけ



る当該未就学児に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第１

６条又は第１６条の４の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料額に、それぞ

れ、１０分の５を乗じて得た額とする（第３項に規定する場合を除く。）。 

２ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この

場合において、同項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課

額」と、「第１６条又は第１６条の４」とあるのは「第１６条の６の５又は第

１６条の６の８」と読み替えるものとする。 

３ 当該年度において、第２１条の規定により保険料を減額するものとした納

付義務者の世帯に未就学児がある場合における当該未就学児に係る当該年度

分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第１６条又は第１６条の４の基礎賦

課額の被保険者均等割の保険料額から、当該保険料額に第２１条第１項各号

に規定する場合に応じてそれぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて得た額を

控除して得た額に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額とする。 

４ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この

場合において、同項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課

額」と、「第１６条又は第１６条の４」とあるのは「第１６条の６の５又は第

１６条の６の８」と読み替えるものとする。 

 第２５条第２項中「基礎賦課額」の次に「、後期高齢者支援金等賦課額」を

加える。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第２５条第２項の

改正規定は公布の日から、第７条第１項の改正規定及び次項の規定は同年１

月１日から施行する。 

 （経過措置） 



２ 改正後の小樽市国民健康保険条例（以下「新条例」という。）第７条第１

項の規定は、前項ただし書に規定する第７条第１項の改正規定の施行の日以

後に出産する被保険者に係る出産育児一時金の額について適用し、同日前に

出産した被保険者に係る出産育児一時金の額については、なお従前の例によ

る。 

３ 新条例第２１条の３の規定は、令和４年度以後の年度分の保険料について

適用し、令和３年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、健康保険法施行令の一部改正に準じ、出産育児

一時金の額を改定するとともに、国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、未

就学児の被保険者均等割額を減額するほか、所要の改正を行うためであります。 



令 和 ３ 年 
第 ４ 回 定 例 会 議案第８号 

小樽市議会 

小樽市道路占用条例の一部を改正する条例案 

上記の議案を提出する。 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市長 迫 俊 哉  

小樽市道路占用条例の一部を改正する条例 

第１条 小樽市道路占用条例（昭和２８年小樽市条例第２７号）の一部を次の

ように改正する。 

  別表中 

法第３

２条第１

項第３号

及び第４

号に掲げ

る施設 

鉄道、軌道、索道、日よけ、雨よけ、雪よ

け 
１，１５４ 

を 

法第３

２条第１

項第３号

に掲げる

施設 

自 動

運 行 補

助施設 

 法第２条第

２項第５号に

規定する自動

運行装置によ

る検知の対象

として設置す

る導線その他

の線類 

 地 下に設ける

もの 長 さ １

メートルに

つき１年 

３ 

その他のもの ９ 

 道路の構造又は交通の状況を表

示する標示柱その他の柱類 

１本につ

き１年 
７３０ 

その他のも

の 

 上 空に設ける

もの 

占用面積

１平方メー

トルにつき

１年 

４６０ 

 地 下に設ける

もの 
２７０ 

鉄道、軌道、索道その他これらに類するも

の 

占用面積

１平方メー

トルにつき 
１，１５４ 

「 

」

に

、「 



１年 

法第３

２条第１

項第４号

に掲げる

施設 

 日よけ、雨よけ、雪よけその他これらに類

するもの 
１，１５４ 

に改める。 

第２条 小樽市道路占用条例の一部を次のように改正する。 

別表占用料の欄中 

７５４ ６３１ 

１，１９４ ９９１ 

１，６５０ １，３７５ 

６９４ ５７６ 

１，１１４ ９２１ 

１，５５０ １，２７５ 

５８ ５１ 

６ ５ 

３ ３ 

５７４ ５１１ 

３７４ ３２１ 

１，１５４ １，０３１ 

４９０ ４３５ 

４９５ ４９５ 

３，１５０ ２，５２５ 

５７６ ５１４ 

１，１５４ １，０３１ 

３２ ２４ 

３６ ３０ 

「 「 

」 



５６ を ４８ に、  

７５ ６５ 

１３６ １０９ 

１５０ １３０ 

３３４ ２６１ 

３７４ ３２１ 

７５０ ６５０ 

２５ ２１ 

２９ ２７ 

４４ ４１ 

６０ ５７ 

１０７ ９４ 

１２１ １１５ 

２６２ ２２５ 

３０２ ２８５ 

６０７ ５７８ 

１，１５４ 
を 

１，０３１ 
に、  

１，１５４ １，０３１ 

１，９１４ １，４２１ 

１，０３０ ７９５ 

１，１５４ １，０３１ 

「 

「 

」 」 

「 

」 」 

「 



３０  ２３ 
 

３１４  ２５１ 
 

３１４  ２５１ 
 

２，２０４  １，７６６  

３，１５０  ２，５２５  

９１４  ８２１  

４５６  を  ４０９  に改める。 

３０  ２３  

３１４  ２５１  

３０  ２３ 
 

３１４  ２５１ 
 

３，１５０  ２，５２５  

１，５６４  １，２４６  

 

３１４ 

  

２５１ 

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和４年４月１

日から施行する。 

 （経過措置） 

」 」 



２ 第２条の規定による改正後の小樽市道路占用条例別表の規定は、同条の規

定の施行の日以後における占用に係る道路占用料について適用し、同日前に

おける占用に係る道路占用料については、なお従前の例による。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、道路法の一部改正に伴い、自動運行補助施設の

道路占用料を新設するとともに、第１種電柱等の道路占用料を減額改定するた

めであります。 



 令 和 ３ 年 
             第 ４ 回 定 例 会       議案第９号  
 小樽市議会 

 

   小樽市道路の構造の技術的基準等を定める条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市道路の構造の技術的基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 小樽市道路の構造の技術的基準等を定める条例（平成２５年小樽市条例第１

５号）の一部を次のように改正する。 

 第４条中「第４４条」を「第４４条の２」に改める。 

 第３４条中「横断歩道橋等」の次に「、自動運行補助施設」を加える。 

 第４４条の次に次の１条を加える。 

 （歩行者利便増進道路） 

第４４条の２ 歩行者利便増進道路に設けられる歩道若しくは自転車歩行者道

又は歩行者利便増進道路である自転車歩行者専用道路若しくは歩行者専用道

路には、歩行者の滞留の用に供する部分を設けるものとする。 

２ 前項に規定する部分には、歩行者利便増進施設等の適正かつ計画的な設置

を誘導する必要があるときは、歩行者利便増進施設等を設置する場所を確保

するものとする。この場合において、必要があると認められるときは、当該

場所に街灯、ベンチその他の歩行者の利便の増進に資する工作物、物件又は

施設を設けるものとする。 

３ 歩行者利便増進道路（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律（平成１８年法律第９１号）第１０条第１項に規定する新設特定道路を

除く。）は、小樽市高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に係る道路の



構造に関する基準を定める条例（平成２５年小樽市条例第１６号）で定める

基準に適合する構造とするものとする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、道路構造令の一部改正に伴い、歩行者利便増進

道路の構造基準を新設するとともに、交通安全施設に自動運行補助施設を追加

するためであります。 



 令 和 ３ 年 
             第 ４ 回 定 例 会      議案第１０号 
 小樽市議会 

 

   小樽市病院事業資金基金条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市病院事業資金基金条例 

 （設置） 

第１条 病院事業における医療の質の向上及び健全な運営に資するための資金

とする目的で、小樽市病院事業資金基金（以下「基金」という。）を設置す

る。 

 （積立額） 

第２条 基金に積み立てる額は、病院事業会計予算（以下「予算」という。）

で定める額とする。 

 （管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方

法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代える

ことができる。 

（運用） 

第４条 病院事業管理者（以下「管理者」という。）は、財政上必要があると認

めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現

金を病院事業の業務に係る現金に繰り替えて運用することができる。 

 （運用益金の処理） 



第５条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して基金に編入するものと

する。 

（処分） 

第６条 管理者は、第 1 条に規定する基金の設置の目的のため必要があると認

めるときは、予算に計上して基金の全部又は一部を処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、病院事業の支援のための寄附を受けたことに伴

い、病院事業における医療の質の向上及び健全な運営に資するための資金とす

る目的で、新たに病院事業資金基金を設置するためであります。 



 令 和 ３ 年 
             第 ４ 回 定 例 会      議案第１１号 
 小樽市議会 

 

   公の施設の指定管理者の指定について 

 公の施設の指定管理者を次のように指定したいので、地方自治法第２４４条

の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

記 

１ 公の施設の名称  小樽市民会館、小樽市公会堂及び小樽市民センター 

２ 指定する法人等の名称  株式会社小樽ビル管理 

３ 指定期間  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 



 令 和 ３ 年 
             第 ４ 回 定 例 会      議案第１２号 
 小樽市議会 

 

   公の施設の指定管理者の指定について 

 公の施設の指定管理者を次のように指定したいので、地方自治法第２４４条

の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

記 

１ 公の施設の名称  小樽市いなきたコミュニティセンター 

２ 指定する法人等の名称  株式会社小樽ビル管理 

３ 指定期間  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 



 令 和 ３ 年 
             第 ４ 回 定 例 会      議案第１３号 
 小樽市議会 

 

   公の施設の指定管理者の指定について 

 公の施設の指定管理者を次のように指定したいので、地方自治法第２４４条

の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

記 

１ 公の施設の名称  小樽市いなきた児童館、小樽市とみおか児童館及び小

樽市塩谷児童センター 

２ 指定する法人等の名称  シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社 

３ 指定期間  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 



令 和 ３ 年 
第 ４ 回 定 例 会 議案第１４号 

小樽市議会 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者を次のように指定したいので、地方自治法第２４４条

の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市長 迫  俊  哉  

記 

１ 公の施設の名称  おたる自然の村 

２ 指定する法人等の名称  一般財団法人おたる自然の村公社 

３ 指定期間  令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 



令 和 ３ 年 
第 ４ 回 定 例 会 議案第１５号 

小樽市議会 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者を次のように指定したいので、地方自治法第２４４条

の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市長 迫 俊 哉  

記 

１ 公の施設の名称  小樽市総合福祉センター 

２ 指定する法人等の名称  社会福祉法人小樽市社会福祉協議会 

３ 指定期間  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 



令 和 ３ 年 
第 ４ 回 定 例 会 議案第１６号 

小樽市議会 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者を次のように指定したいので、地方自治法第２４４条

の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉  

記 

１ 公の施設の名称  小樽市夜間急病センター 

２ 指定する法人等の名称  一般社団法人小樽市医師会 

３ 指定期間  令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 



令 和 ３ 年 
第 ４ 回 定 例 会 議案第１７号 

小樽市議会 

令和３年度小樽市一般会計補正予算 

令和３年度小樽市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

１ 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 597,000 千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 63,918,874 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「別表 歳入歳出予算補正」による。 

  令和３年１２月１日提出 

  小樽市長 迫  俊 哉  



別表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

千円 千円 千円 

17 国 庫 支 出 金 16,055,910 597,000 16,652,910 

2 国 庫 補 助 金 5,696,498 597,000 6,293,498 

歳 入 合 計 63,321,874 597,000 63,918,874 

歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

千円 千円 千円 

3 民 生 費 25,215,591 597,000 25,812,591 

2 児 童 福 祉 費 5,213,197 597,000 5,810,197 

歳 出 合 計 63,321,874 597,000 63,918,874 



令 和 ３ 年 
第 ４ 回 定 例 会 議案第１８号 

小樽市議会 

小樽市非核港湾条例案 

上記の議案を提出する。 

  令和３年１２月１日提出 

小樽市議会議員 丸 山 晴 美 

同 酒 井 隆 裕 

同 高 野 さくら 

同 小 貫 元 

同 川 畑 正 美 

小樽市非核港湾条例 

小樽市議会は、１９８２年６月２８日核兵器廃絶平和都市宣言を行った。こ

の宣言は、「いま、核兵器の廃絶、使用禁止は、もっとも緊急な課題であり、日

本国民は、世界唯一の被爆国民としてこれを積極的に実現する崇高な責務を

おっている。小樽市は、わが国の非核三原則が完全に実施されることを願い、

すべての核保有国に対し、核兵器の廃絶と軍縮を求め、核兵器廃絶の世論を喚

起するため、ここに核兵器廃絶平和都市となることを宣言する。」とうたってい

る。 

この宣言から３９年を経過したが、核兵器は、今なお地球上に存在し、人類

への脅威となっている。 

この脅威に対し、被爆者をはじめ「核兵器のない世界」を求める世界各国と

市民社会の多年にわたる共同の取組が結実し、２０１７年７月７日核兵器禁止

を明文化した核兵器禁止条約が国連の会議で採択され、２０２１年 1 月２２日

に同条約が発効された。しかし、核保有国が条約を批准する動きは見られない。 



また、核兵器搭載可能艦の日本への寄港及び非核三原則に反する核兵器の持

込みを容認する核密約が存在する下での、小樽港への相次ぐ米国艦艇の寄港は、

今後の小樽港の軍事利用・核兵器の持込みの危険を一層高めている。 

小樽市民は、世界に開かれた国際観光都市の市民として、小樽市の平和の営

みが、世界の平和に通ずる確かな道であることを確認し、核兵器廃絶平和都市

宣言を一層発展させるため、ここに非核港湾行政の推進に関する基本原則を定

める。 

（目的） 

第１条 この条例は、小樽市の平和が世界の平和とともにあることを自覚して、

市と市民の不断の努力により、日本国憲法の平和主義と国の非核三原則及び

地方自治の本旨にのっとり、積極的な非核港湾行政を推進することを目的と

する。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 核兵器 核分裂、核融合又はこれらを組み合わせた爆発的原子核反応に

よって放出される原子核エネルギーを用いて人を殺傷し、又は器物、建造

物若しくは自然環境を破壊するものをいう。 

⑵ 小樽港港湾区域 港湾法（昭和２５年法律第２１８号。以下「法」とい

う。）第３３条第２項において準用する法第４条第４項の規定により同意を

得た水域（平磯岬から茅柴岬まで引いた線及び陸岸により囲まれた海面）

をいう。 

⑶ 港湾施設 法第２条第５項及び第６項に規定する港湾施設で市が管理す

るものをいう。 

（非核港湾行政の推進） 



第３条 市は、市の区域において、核兵器の製造、保有、持込み、通過及び使

用に協力しない。 

２ 市は、小樽港港湾区域に入港する外国艦艇を保有する全ての国に対し、核

兵器不搭載の証明書の提出を求める。 

３ 市は、前項の規定による証明書の提出がない外国艦艇の港湾施設の使用を

認めない。 

附 則 

この条例は、令和４年２月１日から施行する。 

（提案理由） 

この条例案を提出したのは、非核港湾行政の推進に関し必要な事項を定める

ためであります。 
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